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１．はじめに  

  平成 25 年８月 26 日、「日本海における大規模地震に関する調査検討

会」（第４回）において、日本海側で想定される津波発生の要因となる

大規模な地震の津波断層モデルの設定を行うため、想定する海底の断

層位置や断層長等を専門的な見地から検討する海底断層ワーキンググ

ループ（主査 岡村 行信（独）産業技術総合研究所活断層・火山研

究部門首席研究員）以下、本ＷＧという）が設置された。  
本ＷＧでは、計６回の検討を重ねて、津波断層パラメータのうち、

位置・長さ・走向・傾斜角・断層下端の深さ・すべり角について、と

りまとめたので報告する。  
 

２．津波断層モデルの位置・長さ・走向の設定  

（１）検討に使用したデータ  

  今回の検討では、以下の３機関が保有する既存の反射断面のデータ

を利用した。測線図を図１－１、図１－２に示す。  
 ・独立行政法人 産業技術総合研究所 反射断面  
 ・独立行政法人 海洋研究開発機構 反射断面  
 ・独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構 反射断面  
  

なお、これらのデータによる断層の認定においては、一部認定が困

難な地域があることに留意が必要である（図２－１～図２－４）。  
 ・奥尻島の西側については、調査は実施されているが、北海道南西沖

地震後に広域的な斜面崩壊が多数観察されており、この周辺は堆積

物が保存されにくく断層や褶曲（しゅうきょく）構造の推定ができ

ない。  
・富山湾沿岸においては、調査は実施されているが、地形及び地質条

件によって、断層の認定が困難な地域がある。  
・島根半島沖については、 35 年以上前に取得されたデータが中心で、

断層の認定が困難である。  
・沖合海域では、反射断面データの密度が低下する。  

 
（２）検討方法  

・検討は、佐渡沖以東と佐渡沖以西に分けて行った。  
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・まず、測線数が最も多い産業技術総合研究所の反射断面の解釈に基

づいて海底の断層トレースを設定した。  
・海洋研究開発機構等の反射断面でも断層の解釈を行い、上記の断層

トレースと比較して断層の有無や傾斜方向を確認し、必要に応じて

追加・修正した。  
・島根半島沖については、上記以外のデータとして中国電力による探

査データに基づく活断層評価があることから、今回の検討では現時

点の評価結果を参照することとした。  
・また、解釈した各断層を地質構造と当該地域で発生した地震発生メ

カニズムに基づいて逆断層と横ずれ断層に区分し、逆断層について

は、西傾斜・東傾斜に分類した。  
・最大規模の津波想定のための津波断層モデルを設定することを念頭

に、同時に破壊すると考えられる約 40km 以上の長さの断層帯を選

定（グルーピング）した。  
・グルーピングは、断層離隔距離だけでなく、断層面の傾斜方向や関

連する地質構造も考慮して判断した。  
・一連の断層帯と評価しても、複数のセグメントからなると判断した

場合には、境界に点線を入れた。  
  

（３）検討結果  

 今回の検討において断層の評価に利用した反射断面図の例を図３－

１～図３－４に示す。またこれらをもとに設定した海底断層のトレー

スを図４に、グルーピングに基づく津波断層モデルの海底における位

置・長さ・走向を図５～図７に示す。なお、本ＷＧでは検討順に津波

断層モデルの番号を付与し、本報告書もその番号を用いているが、検

討会の最終報告では、全ての津波断層モデルの番号を北から順番につ

け直している。二つの番号の対照は表１、表２に示す。また、今回の

検討において参考とした資料については、巻末の参考文献１）～ 34）
に示す。  

１）佐渡沖以東  

佐渡沖以東では、1983 年日本海中部地震、1964 年新潟地震の震源

断層を含む 32 の断層帯を選定した（E01～E32）。  
このうち、秋田県沖から山形県沖にかけての E05 と E09、松前半
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島沖から秋田県沖にかけての E13 と E15 については、連動を考慮す

る必要があるとした。  
また、北海道北西沖の E31、E32 は、今回使用した反射断面デー

タの範囲外につながるため、それらの北端はモネロン島付近（ 1971
年地震の震源域南端）まで延長することとした。  

なお、２．（１）で述べた通り、奥尻島の西方海域は反射断面デー

タによる断層の設定が難しいため、本ＷＧでは北海道南西沖地震の

震源断層に相当する海底断層は設定できなかった。一方で、地域に

おける最大クラスの津波想定として北海道南西沖地震に相当する津

波断層モデルが必要となることが考えられることから、本検討会に

おいて 1993 年北海道南西沖地震の地震津波観測データに基づく既存

研究による震源断層モデル参考に、奥尻島付近の津波高等を再現す

る津波断層モデルを設定することとした。  
グルーピングに基づく各津波断層モデルの種別やグルーピングに

あたっての特記事項等を表１に示す。  
２）佐渡沖以西  

佐渡沖以西では、 22 の断層帯を選定した（W01 ～W22）。  
佐渡島から富山湾周辺では落差の大きな崖が発達しており、地質

構造から断層トレースを設定し、グルーピングした（ W01～ W05、
W8）。  

能登半島周辺から若狭湾付近までは、変位量が小さく、短い逆断

層が発達している（W06、W07、W09～W15）。  
若狭湾から九州北部沖までの海域では、累積変位量が小さい断層

が多く反射断面上で見えにくくなるが、陸上の活断層の海域延長部

で認められる構造を参考に、海底直下の地層に達する変位に基づき、

東西方向及び北西−南東方向の断層トレースを設定し、グルーピング

した（W16～W22）。  
島根半島北方沖には解像度が十分な反射データが無い（図３、図

９）ため、中国電力の断層線の現時点の評価結果を参照し、鳥取県

沖西部（ S01）と島根半島沖（ S02）の２断層を追加した。 S01 は

W18 の西側の延長部とした（図 10）。  
グルーピングに基づく各津波断層モデルの種別やグルーピングに

あたっての特記事項等を表２に示す。  
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表 1：今回設定した海底断層の評価内容（佐渡島以東） 

 
WG
断層

番号 

【参考】 

本検討会報

告で用いた

断層番号 

海底地形や過去地震と

の対応等 
断層種別 グルーピングにあたっての特記事項 留意点等 

E01 F34 1964 年新潟地震の震源

断層と庄内平野沖の隆

起帯を形成した断層を

つなげた断層。 

逆断層 

西傾斜 

構造的には中間部のやや北側で規模が小さくなるが、全体として背斜

構造はつながると判断した。 

水深が浅いので、不明瞭な部分がある。西側にも断層があるが、短く、

津波への影響が大きくないため含めない。 

海底のトレースが中央付近で折れ曲がるケースも考えられるが、津波

への影響を評価し差異がないため海底トレースは直線に設定した。 

南部は当面

動く可能性

は低い。 

E02 F35 大佐渡の北方延長に相

当する隆起帯を形成し

た断層。 

逆断層 

西傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  

E03 F36 瓢箪礁（ひょうたんぐ

り）を隆起させた断層。

逆断層 

東傾斜 

瓢箪礁南部では東縁に西傾斜、北部は西縁に東傾斜の断層が認められ

る。両者は深部で近づく関係にあり、全体として一連の隆起地形を形

成することから一つにグルーピングした。 

 

E04 F37 越路礁に対応する断

層。 

逆断層 

西傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  

E05 F32 

 

飛島南方から鳥海礁に

至る断層（帯）。 

逆断層 

西傾斜 

堆積層が厚く十分にイメージングできないため解釈が難しい領域。 

構造的には飛島海盆の隆起帯と鳥海礁の隆起帯が分かれるが、それら

中央で折れ

曲がってい
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E09 と の

連動は F30

E09 と連動を考慮す

る。 

をつなぐ断層があることから、一つにまとめた。 

E02 の断層と接するが、接合部では走向が大きく異なることから、連

動しないと判断。 

E05 の北部と E09 は西傾斜となっており、連動を考慮する。 

るところで

分けること

も考えられ

る。 

E06 F33 鎌礁を中心とする断

層。 

逆断層 

西傾斜 

E02 の断層とはほぼ接するが、接合部では走向が大きく異なることか

ら、連動しないと判断。 

地形からはっきりしている部分を断層とした。 

 

E07 F27 最上堆を中心とする断

層（帯）。 

逆断層 

西傾斜 

北部で分岐して構造が複雑になる。最も長い部分を採用。  

E08 F28 弥彦堆から北に発達す

る小断層を一つにまと

めた断層。 

逆断層 

西傾斜 

小さく分かれている断層であるが、近接しており、よく似た構造を持

つことから、分割は難しいとし一括。 

 

E09 F31 秋田平野のリフト西縁

に沿って発達する断

層。 

E05 との連動を考慮す

る。 

逆断層 

西傾斜 

堆積層が厚く十分にイメージングできないため解釈が難しい領域。 

E05 の北部と E09 は、断層の走向と隆起量が変化しているが、共に

西傾斜となっており連動を考慮。 

 

E10 

 

F26 男鹿堆など南北に並ぶ

隆起帯を一括した断

層。 

逆断層 

西傾斜 

北東−南西方向の断層が雁行しているが、全体として南北方向の隆起

帯を形成することから一括。 

 

E11 F29 佐渡海嶺西縁の断層。 逆断層 

東傾斜 

複数の断層が併走するが、最も長い断層を採用。  
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E12 F25 佐渡海嶺西縁の断層。 逆断層 

西傾斜 

E11 に近いが、傾斜方向が逆なので地下では断層面は遠ざかることか

ら、一連とはしない。 

 

E13 F23 

 

E15 との連

動は F20 

男鹿半島北方から津軽

西方沖まで延びる断

層。 

E15 との連動を考慮す

る。 

逆断層 

西傾斜 

堆積層が厚く十分にイメージングできないため解釈が難しい領域。 

平行する断層が２〜３列あるが、それら全体を包含する規模とした。

E13 は西傾斜、E15 は東傾斜と解釈しているが、西傾斜との解釈も可

能である。このため隣接した西傾斜の E13 との連動を考慮。 

 

E14 F24 1983 年日本海中部地震

の震源断層に対応する

と考えられる断層。 

逆断層 

東傾斜 

地質構造からは南部と北部の連続性が不明瞭。 当面動く可

能 性 は 低

い。 

E15 東傾斜 F21

西傾斜 F22

津軽海峡西方沖の奥尻

海嶺を形成したと考え

られる断層。 

E13 との連動を考慮す

る。 

逆断層 

東傾斜 

堆積層が厚く十分にイメージングできないため解釈が難しい領域。 

Ｅ15 は東傾斜と解釈しているが、西傾斜との解釈も可能である。こ

のため隣接した西傾斜の E13 との連動を考慮。 

 

E16 F19 松前海台の西縁を限る

断層。 

逆断層 

東傾斜 

測線数が少ないため連続性や両端位置の精度が悪い。同じ走向の断層

が南側に発達するが、距離が離れており、また、この断層より規模が

小さいため考慮していない。 

 

E17 

 

F18 松前半島西岸沖の斜面

基部に発達する東傾斜

の断層。 

逆断層 

東傾斜 

渡島小島を越えて、津軽半島西方沖までよく似た構造を持つ崖が発達

することから、一連の断層と判断した。 

渡島小島で

南部と北部

に分かれる

可能性があ
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る。 

E18 F17 奥尻島から津軽海峡西

方沖まで連続する東傾

斜の逆断層。 

逆断層 

東傾斜 

北端は奥尻島の西側まで、南端は大島を超えた南側まで東傾斜の断層

が続くことから伸ばした。 

北端位置は不明瞭で、1993 年の震源域と重複するが、奥尻島の段丘

を説明するために延長。 

渡島大島で

南部と北部

に分かれる

可能性があ

る。 

E19 F16 松前海台北方の東傾斜

の断層。 

逆断層 

東傾斜 

明瞭であるが、測線密度が北部で不十分。  

E20 F15 奥尻島北方の西傾斜の

断層。（1993 年北海道

南西沖地震の震源断層

と連続するが未破壊） 

逆断層 

西傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  

E21 F12 黒松内低地帯の北方延

長付近に形成された西

傾斜の断層。 

逆断層 

西傾斜 

断続的な褶曲が認められることから一連と判断した。  

E22 F11 積丹半島西方沖の西傾

斜の断層。（1993 年北

海道南西沖地震の震源

断層と連続するが未破

壊） 

逆断層 

西傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  

E23 F10 1993 年地震の北側に連

続する西傾斜の断層。 

逆断層 

西傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  
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E24 F09 奥尻海嶺北端の東傾斜

の断層。 

逆断層 

東傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  

E25 F07 積丹半島北方沖の西傾

斜の断層。 

逆断層 

西傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。中部で大きく屈曲するが、褶曲構造が

連続的であるので、一連と判断。 

 

E26 F08 E25 の西側の積丹半島

北方沖の西傾斜の断

層。 

逆断層 

西傾斜 

走向の変化も大きい複数の断層からなり、断続的。連動の可能性は否

定できないため一括。 

 

E27 F06 忍路海山を形成した西

傾斜の断層（1940 年積

丹半島沖地震の震源断

層）。 

逆断層 

西傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。 当面動く可

能 性 は 低

い。 

E28 F03 礼文島南西沖の東傾斜

の断層。 

逆断層 

東傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  

E29 F04 武蔵堆北西縁の東傾斜

の断層。 

逆断層 

東傾斜 

地層の変形を伴う斜面。  

E30 F05 忍路海山北側の東傾斜

の断層。 

逆断層 

東傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  

E31 F01 サロベツ断層帯の北方

延長の断層。 

逆断層 

東傾斜 

北端は、地震調査委員会による日本海東縁部の地震活動の長期評価に

おける北海道西方沖の北方境界の考え方と同様に、1971 年９月６日

のサハリン西方沖で発生した地震（M6.9）の震源域の南端付近まで

伸ばしている。 

南端は、サロベツ断層帯の南端まで伸ばしている。 

 



 

9 
 

E32 F02 礼文島西側斜面基部の

東傾斜の断層。 

逆断層 

東傾斜 

北端は、地震調査委員会による日本海東縁部の地震活動の長期評価に

おける北海道西方沖の北方境界の考え方と同様に、1971 年９月６日

のサハリン西方沖で発生した地震（M6.9）の震源域の南端付近まで

伸ばしている。 
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表２：今回設定した海底断層の評価内容（佐渡島以西） 

WG
断層

番号 

【参考】本

検討会報告

で用いた断

層番号 

説明（過去地震や海底

地形との対応など） 
断層種別 グルーピングの根拠・考え方 留意事項 

W01 F38 佐渡島南東側の断層。 逆断層 

西傾斜 

北端は、産業技術政策総合研究所の反射断面で最近の活動を否定でき

ると判断できる範囲まで延長。 

 

W02 F40 佐渡島南方沖佐渡堆

を隆起させた断層。 

逆断層 

東傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  

W03 F41 

 

高田沖から親不知沖

の断層。 

逆断層 

東傾斜 

糸魚川沖で切れているように見えるが、谷地形の影響などで見えにく

くなっていると判断。魚津断層の北端付近では、走向が東西に変化し、

横ずれ断層となることから、連動しないと判断。 

 

W04 F42 佐渡島西方沖の断層。 逆断層 

東傾斜 

佐渡島西側の急斜面と断層が一致する範囲。 

西傾斜と解釈したＥ３南部とは逆傾斜となっており、断層深部で遠ざ

かる関係で、背斜構造も一連でないため、連動しないと判断。 

 

W05 F39 富山トラフ西縁の断

層。 

逆断層 

西傾斜 

明瞭で連続的な断層崖を伴う。  

W06 F44 舳倉島（へぐらじま）

を隆起させた断層。 

逆断層 

西傾斜 

活動時期が不明であるが、活断層であることを否定できない。 新しい地層

がほとんど

無く古い断

層である可

能 性 も あ
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る。 

W07 F43 能登半島北岸に沿っ

た断層。 

逆断層 

東傾斜 

沿岸の詳しい活断層調査で正確なトレースが確認されている。  

W08 F45 富山湾の断層。 逆断層 

西傾斜 

規模の大きな崖を伴うが、富山トラフの堆積物に覆われ断層の連続範

囲がわかりにくい。 

東の崖（東

西走向）は、

本検討に用

いたデータ

からは活断

層と判断す

ることは難

しい。評価

には、今後

の調査研究

の進展が必

要。 

W09 F46 羽昨沖の断層。 逆断層 

西傾斜 

地形では不明瞭であるが、海底直下の地層まで変形が確認できる。  

W10 

 

F47 W09 の更に西方沖の

断層。 

逆断層 

南東傾斜 

地形では不明瞭であるが、海底直下の地層まで変形が確認できる。  

W11 F48 隠岐トラフ東縁付近

の急斜面に対応する

断層。 

逆断層 

南東傾斜 

活断層か判断が難しいが、南傾斜の逆断層を想定。走向からは横ずれ

も考えられる。 
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W12 F49 隠岐トラフ南東側斜

面に対応する断層。 

逆断層 

南東傾斜 

東端について、福井県の委員会の評価と同様。途中で断層がずれてい

る箇所があるが、反射断面からも一連として評価。 

 

W13 F50 福井沖の逆断層。 逆断層 

東傾斜 

地形では不明瞭であるが、海底直下まで変形が確認できる。  

W14 F51 ゲンタツ瀬を隆起さ

せた逆断層。 

逆断層 

西傾斜 

地形的隆起帯が認められ、海底直下まで変形が確認できる。  

W15 F52 甲楽城断層及びその

北方延長部の断層。 

逆断層 

東傾斜 

最近の産総研調査結果で、ゲンタツ瀬付近まで伸びていることが判明。

陸域の断層と連動するか分からないことから、海域まで繋いでいる。

 

W16 F53 小浜湾沖の南西側隆

起を伴う断層。 

横ずれ断層 変位量は小さいが、関西電力による調査でも確認されている。  

W17 F54 1927 年北丹後地震を

おこした郷村断層の

北方延長部の断層。 

横ずれ断層 変位量は小さいが、産業技術総合研究所による海底活断層調査が実施

されている。 

 

W18 F55 鳥取沖の断層。 横ずれ断層 断続的であるが連続してわずかな変形が続いている 

西端は、参照した中国電力の現時点での評価結果 S1 とつながる。 

 

W19 F57 島根県沖の断層。 横ずれ断層 東端は中国電力が評価した断層とはつながっていないと判断。  

W20 F58 山口県沖の断層。 横ずれ断層 地形では不明瞭であるが、海底直下の地層まで変形が確認できる。複

数の断続的な断層が並走するが、地下で断層がつながっている可能性

があると判断した。 

 

W21 F59 菊川断層及び北方延

長部の断層。 

横ずれ断層 上下変位量は小さいが、産業技術総合研究所による海底活断層調査が

実施されている。 

 

W22 F60 西山断層及び北方延 横ずれ断層 上下変位量は小さいが、産業技術総合研究所による海底活断層調査が  
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長部の断層。 実施されている。 

S01 F55 の一部 鳥取県沖の断層。 横ずれ断層 データが無いため、中国電力の現時点での評価結果を参照。W18 の西

側とつながる。 

 

S02 F56 島根半島沖の断層。 横ずれ断層 データが無いため、中国電力の現時点での評価結果を参照。  

 
 
 



 

14 
 

３． その他のパラメータ 
  上記で設定した海底における津波断層モデルの位置・長さ・走向に基づき、

平成 25 年度日本海地震・津波調査プロジェクトの調査結果を利用して傾斜角、

断層下端の深さ、すべり角の設定を行った（図 11）。 
（１） 傾斜角 

断層面の傾斜角については、一部を除いて反射断面の解釈から直接決めるこ

とはできなかった。そのため、断層の種別と形成場のテクトニクスを考慮し、

ほぼ垂直に近いものを 90°、45°より高角なものは 60°、45°より低角なも

のは 30°、45°前後のものあるいは傾斜角が不明なものは 45°に区分した。 
傾斜角を 30゜とした断層は、日高中軸帯の北方延長である北海道の天北沖

の断層や 1983年日本海中部地震の震源域の断層など５断層（E14、E16、 E19、
E24、E31）である。東北日本沖の活断層は、日本海形成時に活動した正断層

が、逆断層として反転したものが多い。また正断層は地殻の伸展変形の進行に

伴って、回転した結果、45゜前後の傾斜を示すものが多い。これに対して、

西南日本沖の断層群は正断層として形成されたものの、伸展による回転が少な

く 60゜前後の角度を示すものが多く、10 断層（W09～W15、W18、W19、
S02）について 60°に設定した。九州沖の北西−南東方向の断層など５断層

（W16、W17、W20～W22）について 90°に設定した。 
 
（２）断層下端の深さ（地震発生層の厚さ） 
  地震調査研究推進本部の「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レ

シピ」）」（2009）36)では、断層下端の深さは微小地震の震源分布から地震発生

層の厚さを求めることとしている。 
海域の場合、海域の地震を陸側の観測網で観測しているため、震源の決定精

度が悪く、また、山陰沖などの地域では、地震活動が低調であり、地震発生層

を微小地震によって求めることは難しい。また、地震発生層のレオロジーi的

な推定において、地震波トモグラフィiiによるＰ波速度、Ｓ波速度から構成岩

石を推定する場合は、海域のトモグラムの高い解像度が課題となる。断層下端

の深さの推定にあたっては、平成 25 年度日本海地震・津波調査プロジェクト

                                                   
i レオロジー：物質の流動と変形に関する科学。地下深部での高温高圧下での流動や変形に

関する岩石の振る舞いを指す。37) 
ii 地震波トモグラフィ：地震波により、 地下の二次元又は三次元構造を求める手法。地震

波速度や減衰構造の推定によく用いられる。医学分野におけるＸ線や超音波で身体の二

次元断面を求める手法に類似した原理に基づいている。トモグラフィにより求められる

二次元又は三次元構造データをトモグラムという。38) 
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では、速度構造や、水深、構造的な変形特性から地殻をいくつかのタイプに区

分し、それらのレオロジー特性を中心に、地震観測のとりまとめの成果も参考

に地震発生層の深さを推定しており、断層下端の深さの推定にはこのプロジェ

クトの成果を活用した。 
  日本海東縁の地殻構造については、「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」

プロジェクトで実施した地殻構造調査によって新しい知見が得られている 39)。

こうした資料と海底地形・地質学的な知見をもとに、暫定的に日本海周辺の

地殻構造を大陸地殻・背弧リフト・厚い海洋地殻・海洋地殻の 4 つの地域に

区分した（図 12 ）。それぞれ異なる岩石から構成される地殻のレオロジー特

性について、温度構造・ひずみ速度・構成岩石・形成年代などを仮定し、圧

縮強度プロファイルを作成し、脆性（ぜいせい）iii・延性領域の深度を求めた

40)。 
  地震発生層の厚さが異なる地殻ブロックに形成された断層の脆性-延性領域

の深度は、両者のブロックの浅い側の脆性-延性領域に支配されると推定され

る（図 13）。こうした観点から、海洋地殻と厚い海洋地殻境界の断層の地震

発生層の深さは、海面から 18 km（もしくは約 25 km）、厚い海洋地殻と大陸

地殻の境界部の断層の地震発生層の厚さは 15 km とした。同様に背弧リフト

の苦鉄質な地殻と珪長質な大陸地殻の境界部の断層の地震発生層の厚さは、

大陸地殻と同様の 15 km となる。但し、図 13、図 14 での苦鉄質な地殻上部

の脆性層を切るような断層の場合は、背弧リフトの地震発生層の厚さ同様、

18 km と深いものとなる。 
  今回設定した断層のうち、海洋地殻と大陸地殻境界に位置する６断層（E12、

E14、E18、E22～E24）は下端の深さを 18 km とした。 
海洋地殻と厚い海洋性地殻の境界に位置する２断層（E16、E19）は、18 km

もしくは 25km となるが、津波への影響についてそれぞれ評価を行い、両者

に差異が無いことから、断層パラメータとしては、18 km を採用することと

した。 
その他の断層は全て 15 km と設定した。 

 

                                                   
iii 脆性：固体の物体が力を受けたときに、あまり変形しないうちに破壊する性質のこと。

固体の物体の変形には，力を取り除くと元の形に戻る弾性変形と、力を取り去っても変

形したままの形を保つ塑性変形とがある。塑性変形をほとんど生じないで破壊する場合

を脆性（ぜいせい）破壊という。37) 
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（３）すべり角 
すべり角の推定には、断層すべりの直接的な証拠である条線が、断層露頭で

確認される場合には用いることができるが、海域断層の場合、海底での断層露

頭の確認は、ほとんど不可能である。このため、今回の検討では、すべり方向

は、断層面上の最大せん断応力iv方向と一致するという仮定に基づき、すべり

角を推定することにした 41)。 
解析に使用する断層の走向及び傾斜角データには、前述の断層パラメータを

用い、応力場vのデータには、セントロイドモーメントテンソル(CMT)解デー

タに基づいて推定した日本島弧全域三次元構造応力場（Terakawa and 
Matsu’ura(2010)）42)のデータを用いた（図 15）。ただし、E16、E19 につい

ては領域外にあるため、地震調査研究推進本部（2003）による日本海東縁部

の震源断層面の平均的なずれの向き（N80°W）を用いることとした。 
その結果、東北地方から北海道地方の沿岸にかけては、90°に近い断層す

べり角を示す。一方、能登半島より、西側では断層すべり角が 0°付近もしく

は±180°付近に集中している（図 16）。 
東北地方から北海道地方での応力場のデータは、東西方向もしくは北西－南

東方向にσ1軸（最大圧縮軸）、上下方向にσ3軸（最小圧縮軸）を持っており、

与えられた断層パラメータの断層走向が南北に近いものが多いので、断層すべ

り角が 90°に近い逆断層傾向を示すと考えられる。一方、能登半島以西は、

東西方向にσ1 軸を持ち、南北方向にσ3 軸を持っており、断層走向が北東－

南西方向、もしくはそれに共役の北西－南東方向のものが多いため、断層すべ

り角が 0°付近もしくは±180°付近に集中する横ずれ断層型が多くなると考

えられる。 
 
４．今後の課題 

今回の津波断層モデルの設定において明らかになった課題を以下に挙げる。 
•断層面の傾斜角については、一部を除いて反射断面の解釈から直接決めるこ

とはできなかった。また、大規模な断層でも、深部の傾斜方向を確定できな

い断層がいくつかある。その場合、隆起帯を挟んで傾斜方向が逆の二通りの

断層を想定した。 

                                                   
iv 応力：物体内部での力の掛かり具合を示す、物体内部に考えた仮想的な面を通して及ぼ

される単位面積当たりの力。震源域の応力が破壊強度より高くなったときに地震が発生

すると考えられている。37) 
v 応力場：物体内部の応力の向きや大きさの状態を応力場という。37) 



 

17 
 

・地震発生層のレオロジー的な推定において、地震波トモグラフィによるＰ

波速度、Ｓ波速度から構成岩石を推定する場合は、海域のトモグラムの高い

解像度が課題となる。 
・奥尻島の西側については、浅部の調査は実施されているが、北海道南西沖

地震後に広域的な斜面崩壊が多数観察されるなど、この周辺は堆積物が保存

されにくく断層や褶曲構造の推定が困難な領域である。このため、より深部

までの構造を解明できるような調査が必要。 
・富山湾の断層の東の崖（東西走向）は、本検討に用いたデータからは活断

層と判断することは難しい。評価には、今後の調査研究の進展が必要。 
•山陰沖の活断層は横ずれ成分が卓越していること、また新規堆積物の被覆が

ほとんどないことから、既存の反射断面では、確実に検出できていない可能

性がある。 
•海岸から100〜200km以上離れた海域では、反射探査測線が少なくなるが、

断層の密度も低下するように見える。 
•断層の活動時期及び活動頻度に関しては、十分なデータが得られていない。 
•火山噴火及び海底地すべりによって発生する津波については検討できてい

ない。 
  
５．おわりに 
 今回報告した内容は、現時点における反射断面等のデータや研究成果に基づ

き設定したものである。今後、日本海地震・津波調査プロジェクト等による新

たな知見等の蓄積が期待される。これらを踏まえて検証し、必要に応じて修正

していくべきものである。 
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